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1.はじめに 
平成 29 年 6 月の土砂法改正により、土砂災害警

戒区域内に立地する要配慮者利用施設の避難確
保計画の作成並びに避難訓練の実施が義務化さ
れた。しかしながら依然として避難確保計画を作
成し避難訓練の実施している施設は少なく、引き
続き、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施を
促進が求められている。 
一方、平成 30 年７月豪雨を受け設置された「実

効性のある避難を確保するための土砂災害対策
検討委員会」においては、「要配慮者への対応も
含め、地区の住民自らが地区や個人の実情を踏ま
えた上で、ハザードマップや地区防災計画の作
成・見直しを通じて警戒避難体制の強化を図り、
実効性のある避難を確保するべき１）」と示された。
これを踏まえ、国土交通省ではモデル地区におけ
る取組支援を検討し、その事例をとりまとめて
『地区防災計画等の作成を支援するためのガイ
ドライン』を作成した 2）。立山砂防事務所では土
砂災害警戒区域に立地する要配慮者利用施設及
びその周辺地区を対象に要配慮者利用施設及び
地区住民らによる警戒避難体制の強化に向けた
取組支援を行った。 
本発表では、土砂災害発生時の県、市町村、地元

住民等との連携における立山砂防事務所の取組支援
について検討したので、その結果を報告する。 
2.避難確保計画の作成  
立山町内の土砂災害警戒区域に立地する要配

慮者利用施設のうち、大規模土砂災害（天然ダム）
発生の危険度の高い施設３施設を選定し、避難確
保計画（案）作成の検討を行った。そのうち、１
施設を選定し、施設及び国、県、町と施設の属す
る自治会との連携強化に向けた取り組みの検討
を行った。 
モデル地区の位置を図１に示す。当該地区の居

住域は、標高 350～400m 程度の山地に囲まれた
河川沿いの平野部にあり、ほとんどが土砂災害警
戒区域に指定されている。地質はおもに海成層の
堆積岩からなる。 

過去には、当該地区を流れる河川の決壊により
浸水被害が発生している。平成 25 年 8 月に発生
した大雨災害では、当該地区内の渓流から流木や
土砂が流出し、周辺地域では避難準備情報が発令
され 3）、一部の住民が「声掛け」で避難した。 
 

 
 
 
 
 
 
 

図１ モデル地の概要 

 

3.地区住民との連携強化に向けた取り組み 
施設及び周辺住民との連携強化を目的に、地区

住民と施設管理者を対象とした土砂災害に関す
るワークショップ（勉強会、話し合い）を実施し
た（図 2 参照）。 
施設管理者および地区住民らによる話し合い

では互いに過去の災害履歴を共有するとともに、
「地区内に高齢者が多く、平日日中の避難をどう
すべきか」や「行政から発表される避難情報等の
地区内での伝達方法がない」など警戒避難に係る
課題の共有を行った。 
話し合い後は、住民意見を基に地域の危険箇所

や避難行動時の課題等を示した防災マップとし
て取りまとめた（図３参照）。 

話し合い後に実施した住民意識調査（アンケー
ト）では、当該地区では『地区周辺の土砂災害の
危険性を認識している』と答える住民がほとんど
であり、『情報収集方法（情報収集先）や危険を
感じた時に支援を依頼したい相手』として近所の
人と回答する住民が最も多いなど共助の意識が
高い住民が多い傾向がみられた。 
また、自由意見としてのコメントでは『地区で

防災について話し合いをするべき』『年配者が元
気なうちに地区の災害年表を作っておくべき』等
の意見も挙がった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 話し合いの様子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３話し合いでの意見を基に作成した防災マップ 
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4.避難確保計画検証のための机上訓練の実施 
作成した避難確保計画の実効性の検証を目的

に、要配慮者利用施設における机上の危機管理対
応訓練を実施した。 
訓練には要配慮者施設の施設管理者のほか、町、

県、国が参加した。また、県からは今後の県内へ
の水平展開を鑑み、砂防ボランティアの方にも参
加いただいた（図 4 参照）。 
訓練は机上演習による学習型方式を採用し、進

行役（ファシリテーター）と参加機関との質疑応
答を繰り返すことで回答者以外の参加者も各機
関がどのような対応を行うのかを確認できる方
法をとった（図５参照）。 
訓練により確認した施設及び行政機関の状況

を表１に示す。各機関の主な対応を検証し『土砂
災害リスクのある要配慮者利用施設への情報伝
達が確立されていない』、『地区内での声掛け、助
け合いが必要となる』、『天然ダムの撤去等応急対
策が長期化した場合は、施設営業休止期間が長期
化することになる』等の課題を抽出した。 
5.避難確保計画の見直し 
避難訓練による実地検証及び地区住民らとの

話し合いを踏まえて、避難の実効性を高めるため
の避難確保計画の見直しを行った。 
計画には施設管理者が『施設利用者家族への事

前連絡（雨が降った場合、営業時間を短縮する）
を行うこと』や『区長への状況確認を行う（区長
に問合わせる）こと』などを新たに盛り込むとと 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 訓練の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 学習型方式の訓練方法 

表１ 施設及び各機関の警戒避難に関する対応 

機関 警戒避難に関する対応 

施 

設 

□大雨が予想される際は、早期営業中止を判
断している 
□平成 25 年 8 月の大雨災害を教訓に、急な
大雨等に対応できるよう、朝の送迎時に利用
者家族に対して早期営業休止の承諾をもらっ
ておき、営業中止判断後の避難行動（自宅へ
の送迎）を迅速に行っている 

町 

□避難情報、災害情報に関しては防災行政
無線や HP のほか、各地区区長へ電話により
伝達する 

県 

□土砂災害警戒情報支援システムによりメッ
シュ情報での雨量、危険度を HP で公開してお
り、またメール配信サービスも行っている 

国 

□天然ダム発生等、異常な状況を県、町に伝
達。これに合わせ町は避難情報を発表する。 
□状況の変化を逐次県、町に伝達し、町は県
と調整し広域避難等を検討する。 

 
もに、『大規模土砂災害発生時の対応についてど
のように情報が伝達されるか』などを加えた。 

また、本訓練参加者である町や県への意見照会
を行い、意見の反映を行った。 
さらに、検討した避難確保計画を基に、県内の

ほかの施設向けに利用できるよう通所型要配慮
者利用施設における避難確保計画のひな型を作
成した。 
6．まとめ 
今回実施した取組みにおける成果は以下の通り。 
①当該地区での初めての試みとして、施設管理者
と住民とが合同で勉強会や話し合いを実施し
たことにより、地区の災害リスクや警戒避難に
おける課題を共有することができた。 

②施設の警戒避難体制の強化を検討する際は、施
設だけでなく、地区の住民や行政機関との連携
が必要不可欠であることを確認した。 

③同取組を水平展開するための一環として、砂防
ボランティアにオブザーバーとして参画いた
だくとともに、通所型施設向けに避難確保計画
のひな型を作成することができた。 

 
今後、当該地区においては、地区内での情報共有

に関する検討を進めていくことが望ましい。 
また、今後は入所型（滞在型）施設においても同

様の取組支援を行う必要がある。入所型施設では、
職員の少ない夜間時の対応や寝たきりの方など施設
外への避難が困難な利用者への対応等に留意した検
討を行うべきと考える。 
さらに、同様の取組みを他施設へ展開していくた

めには、地区の防災リーダーの育成、専門家として
のアドバイザー（県砂防部局など）の配置、砂防ボ
ランティアとの連携、行政機関における砂防・防災
部局と福祉部局との連携強化など、取組支援の枠組
みを検討することが重要と考える。 
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